
第４回 「住宅団地再生」連絡会議 

 

令和元年６月28日（金） 

午前の部：午前10時～午前12時30分 

午後の部：午後２時～午後４時30分 

於：すまい・るホール 

 

次第 

 

１．開会 

 

２．国土交通省あいさつ 

 

３．国土交通省等からの情報提供 

（１）国土交通省からの情報提供 

（２）地域再生法の一部を改正する法律案について 

 

４．事例発表 

 午前の部：【テーマ】団地再生の担い手・推進体制について 

① 持続可能な遠郊外住宅地を目指して 

～埼玉県日高市・こま武蔵台からの報告 

 

東京大学 樋野公宏准教授 

② 洛西ニュータウンにおける住宅流通に

関する取組 

京都市 

③ かわにし新時代へ 

～ニュータウン再生への取組み～ 

川西市 

 

 午後の部：【テーマ】生活しやすい住環境の実現に向けて 

① 北広島団地の再生に向けた取り組み 北広島市 

 

② 高齢化が進む住宅団地での共助による

モビリティサービスの実現 

東員町 

 

③ ヤマトグループ 地域共創プロジェク

ト くらしのサポートサービス「ネコ

サポ」 

ヤマトホールディングス株

式会社 

④ 独立行政法人都市再生機構様との連携

協定に基づいた日本総合住生活株式会

社（ＪＳ）様との団地内出店取組み事例 

株式会社セブン‐イレブン・

ジャパン 

 

５．閉会 
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令和元年６月 28 日（金） 

 



資料１-１ 目次 

●午前の部 【テーマ】団地再生の担い手・推進体制について 

再生の取組を行っている団地において、地域住民、民間事業者、行政等がどのような体制、

目的で取り組んでいるのか等について、取組事例をご紹介いただきます。 

 

①  

 

Ｐ１ 

～ 

Ｐ14 

持続可能な遠郊外住宅地を目指して 

～埼玉県日高市・こま武蔵台からの報告 

 

こま武蔵台は、池袋から約 1 時間、高

麗駅前の丘陵地に立地する人口約 5 千

人、2千世帯の戸建住宅地。1977 年の供

給開始から 40 年が経ち、高齢化率は 50%

に迫る。2008 年にはセンター地区のスー

パーが撤退し、「買い物難民団地」とも呼

ばれた。現住民の QOL 向上と、子育て世

帯の転入を目指す取り組みを報告する。 

東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻 

准教授 樋野 公宏 

② 

 

Ｐ15 

～ 

Ｐ30 

洛西ニュータウンにおける住宅流通に関する取

組 

 

洛西ＮＴでは入居から４０年以上が

経過し，人口減少，少子高齢化が進行し

ています。住民が安心して住み続けられ

る環境づくりや若年ファミリー層の呼

び込み，定住促進を図るため，洛西ＮＴ

アクションプログラム（計画：２９～３

２年度）を策定し，主に低層住宅を対象

とした住宅流通促進システムの構築を

はじめ，様々な取組を進めています。 

京都市都市計画局都市企画部都市総務課 

ニュータウン企画調整担当課長 池田 均 

③ 

 

Ｐ31 

～ 

Ｐ58 

かわにし新時代へ ～ニュータウン再生への

取組み～ 

 

全国初の開発指導要綱を制定した川

西市は、民間主導で開発されたニュータ

ウンが多く存在します。大和団地・多田

グリーンハイツ・清和台の住民主体で実

施した「ふるさと団地再生モデルプロジ

ェクト」や、現在、NPO と連携して進め

ている「空き家対策ナビゲーター養成講

座」などの取組み事例を紹介します。 

川西市 都市政策部 住宅政策課 

課長 萩倉 直 

主査 宮下尭之 

 



東京大学大学院工学系研究科

都市工学専攻准教授 樋野 公宏

持続可能な遠郊外住宅地を目指して
～埼玉県日高市・こま武蔵台からの報告

持続可能な遠郊外住宅地を目指して
～埼玉県日高市・こま武蔵台からの報告

報告の流れ報告の流れ

1. ヒトコブラクダ

2. もちつもたれつ

3. 山道に自転車!?

4. 二兎を追う

2
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こま武蔵台の概況こま武蔵台の概況

 日高市内西部、多峰主山（271m)の北側丘陵地
– 西武鉄道高麗駅 (池袋から約50km,約70分)

– 駅乗降人員数（'16年2,737人/日, '06年の38%減）

 1977年春分譲開始（東急不動産）

– 面積約94ha, 標高差約70m,

– 駅からの最遠部約1.7ｋｍ

 区画数2212（戸建1730, タウンハウス482）

– 人口約5,000人、空家推定90棟（自治会調べ）

– 高齢化率47.3%, 後期高齢者33.5%（2018.1.1）

6

自治会のスローガン

「お年寄りから子育て世代まで住みたい、
住んでみようと思う街づくり」
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1-2 こま武蔵台の人口構成1-2 こま武蔵台の人口構成

日高市全域に比べて高齢化率が高い
（60歳未満が少ない）

日高市 こま武蔵台
人口：56,520人

高齢化率：28.8％
人口：5,011人

高齢化率：43.0％

国勢調査（2015年）
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地域住民・企業・大学による連携の経緯地域住民・企業・大学による連携の経緯

 2015年9月：「郊外住宅地における安心居住支援の研究」に着手
– 東急不動産次世代技術センター（当時）と東京大学が共同研究契約を締結

 同11月：東大・「郊外住宅地の住まい方調査」を実施
– こま武蔵台自治会が配布協力

 2016年7月：アンケート調査結果報告会開催（51名参加）

– 次世代技術センター主催、こま武蔵台自治会、福祉ネット協力

 同11月：近居促進の可能性検討のための研究に着手
– (一社)不動産流通経営協会の研究助成（1年間）

– こま武蔵台福祉ネットが情報収集に協力

11

(2015, 2016年)

住民アンケート調査（2015年）より住民アンケート調査（2015年）より

そう思う
37%

ややそう

思う
40%

あまりそ

う思わな

い
16%

そう思わ

ない
6%
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調査概要
 時期：2015年11～12月

 対象：こま武蔵台全世帯の世
帯主または配偶者

 方法：自治会協力による配布
、郵送回収

 回答：611名（回収率26.7％）

自宅は
終の住処
になるか？
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活動のあゆみ

2000 日高市社会福祉協議会の

小規模福祉実験モデル

2001 こま武蔵台福祉のまちづ
くり連絡会

2002 地域交流広場（小学校空
き教室）

2003 おしゃべりサロン

2009 買い物代行、青空市場

2010 二丁目サロン(民家）

2011 おたすけ隊事業開始

2015 ふれあいサロン開設

• 会員数 97名（おたすけ隊含む）

• 自治会、地域包括、民生委員等と
連携して活動

こま武蔵台福祉ネットの概要こま武蔵台福祉ネットの概要

主な活動

 配食サービス

 サロン活動（地域交流広場、ふれあいサロン）

 地域おたすけ隊事業
（移送、部屋掃除・片付け、買い物代行など）

ふれあいサロン

15

２．もちつもたれつ
（子の居住地）

２．もちつもたれつ
（子の居住地）
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子世代の転出子世代の転出

• 男女とも45-49歳が最多

• 子世代の15-19歳にもピーク

16

• 最多世代は上へシフト

• 子世代のピークは消滅 (empty nest)

 「夫婦と子供から成る世帯」は半減（60%→29%）

 単独世帯、夫婦のみが増加 (各19, 37%)

446

450

395

528

0 100 200 300 400 500 600

0100200300400500600

0～4

5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～94

95～99

100～

1995

391 447

0 100 200 300 400 500 600

0100200300400500600

0～4

5～9

10～14

15～19

20～24

25～29

30～34

35～39

40～44

45～49

50～54

55～59

60～64

65～69

70～74

75～79

80～84

85～89

90～94

95～99

100～

2015

親の居住地・子の居住地親の居住地・子の居住地

 親が地区内: 5%, 子が地区内: 6%
– 子ども時代を過ごした人の「近居」が鍵に

（地区に縁もゆかりもない人の転入は期待できない）

 若い世帯（世帯主45歳未満）の約1/3が親と近居
– 子（または配偶者）の妊娠、出産を契機

（地区内の不動産事業者へのインタビューより）
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45%

58%

58%

42%

36%

25%

42%

38%

42%

46%

39%

30%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

同居 (55)

地区内 (26)

市内 (24)

県内 (129)

県外 (129)

該当無 (20)

そう思う ややそう思う

終の住処にできるか×子の居住地終の住処にできるか×子の居住地
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子と近居（地区内、市内）する人は
「終の住処」にできると考える割合が高い
（65歳以上の回答者のみの集計）

タウンハウスの重要性タウンハウスの重要性

 こま武蔵台のタウンハウス
– 土地･建物とも90m2前後

– 地区内の住宅の約2割

– 小公園と緑道を共有

– 築40年で約500万円

 近居世帯はタウンハウスの居住割合が高い
– 親世帯 32%：地区内での住み替え／子世帯に呼び寄せられた可能性

– 子世帯 43%：結婚を機に世帯分離／就職等で一度離れた後の戻り
→将来は親世帯と交換？

20

選択肢の存在が重要
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３．山道に自転車!?
（買い物･移動）

３．山道に自転車!?
（買い物･移動）

3-1 買い物環境3-1 買い物環境

 ショッピングセンターの衰退
– 2008年：核店舗の東急ストア撤退

– 空き店舗が目立つように

 「買い物難民団地」と報道
– 約2km離れた最寄りのスーパーまで

山道や歩道の狭い道を歩いて買い物に

 2013年「朝採れファーム」出店
– 野菜や非生鮮食品などを扱う

– 自動車で地区外の店舗を利用
する住民が多い

22

7



買い物の利用店舗買い物の利用店舗

「朝採れ」よりも、
自動車で周辺に

23

図︓買い物の
利⽤店舗と利⽤者数

7.5%

40%

25%

年齢別に見た買い物場所年齢別に見た買い物場所

 加齢に従い「朝採れ」の利用割合が上昇

 特に75歳以上はマミーマートが減少 ⇔自動車利用者の減少

 75歳以上で高麗川駅前に行く場合は自動車・バス等を利用

24

※本人が買い物に行くと答えた回答者のみ分析
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年齢別に見た買い物時の交通手段年齢別に見た買い物時の交通手段

 加齢とともに自動車利用が減少
→徒歩、公共交通、送迎・移送が増加

 65歳以上では、送迎バスや移送サービスの利用者も

25

自治会
移送サービス

お助け隊
マミーマート
送迎バス

運営団体 こま武蔵台自治会
こま武蔵台

福祉ネット（社協委
託）

マミーマート
飯能武蔵丘店

対象者 自治会員
介助や介護を必要

とする高齢者
誰でも

運行範囲
団地内および

横手台の諸施設
団地内および

その周辺
団地内の停留場
(７か所)と店舗間

運転者 無償ボランティア 有償ボランティア 店舗スタッフ

料金 ガソリン代実費 300円/30分 無料

利用可能な移送サービス利用可能な移送サービス

移送サービスが「いま必要」な人は6%
– 71%は「将来必要」と回答

9



買い物支援の可能性買い物支援の可能性

子世帯との近居

– 「別居家族に週1回以上行ってもらう」21%（全体7%）

– 「食料品の入手に不自由はない」61%（全体45%）

27

宅配サービス

– 「朝採れ」利用者に宅配
利用者が多い（右図）

– 週1回以上の宅配利用

者は、買い物に不自由
を感じる割合が17%低い
（28.6%<45.5%）

子世帯の支援により買い物に不自由なく

28

４．二兎を追う
（展望）

４．二兎を追う
（展望）
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地域住民・企業・大学による連携の経緯地域住民・企業・大学による連携の経緯

 2017年6月：東大・演習「地区の計画とデザイン」の対象地に
– 6月第3日曜に視察・住民インタビュー、7月第3日曜に現地発表（18年）

 2017年9月：「こども屋台プロジェクト」スタート
– 東大OBが代表を務めるNPO "urban design partners balloon"が主催

– こま武蔵台福祉ネット、ショッピングセンターの管理会社が協力

 2018年11月：東大・タウンハウス改修プロジェクト開始
– 2018年演習の提案を基に、修士課程1年生と学部4年生が協力

– 東急不動産Ｒ＆Ｄセンターが改修費用負担

 同12月：シンポジウム「郊外型住宅団地のいま、そして将来」開催
– 自治会、福祉ネット、Ｒ＆Ｄセンター、東大、balloonに加え、

日高市と日高市社会福祉協議会が後援

– 横浜国立大学副学長・中村文彦先生による基調講演

29

(2017年以降)

30

2018年度演習
「地区の計画とデザイン」提案

11



33

演習から
生まれた
リノベーション
プロジェクト

34
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「庭からつなげる」
庭先にベンチを設け、団地住民
の交流の場に。また、外構がオ
ープンなため、子どもが遊ぶ様
子がわかる。

After Before

地域住民・企業・大学による連携 (図)地域住民・企業・大学による連携 (図)

39

東京大学

urban design partners

balloon

自治会

福祉ネット

東急不動産

R&DｾﾝﾀｰSC管理会社

市･市社協
移送サービス

支援など

サロン賃料、
マルシェ開催

研究費
拠出

住民 学

産

調査･
演習協力

提案･
成果還元

研究成果
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おわりに：今後の展望おわりに：今後の展望

現住民のQOL向上と子育て世帯転入の二兎を追うべし

– 子どもが楽しめる場＆現住民の活躍の場づくり

– 子育て世帯の転入による「ヒトコブ」解消

– 空き家になりそうな家に流通を促す

近居の促進

– 近居世帯の声を親世代に伝える →地区外の子に発信

– 「もちつもたれつ」の関係で安心して「終の住処」に

日高市を巻き込んだ「公民学協働」へ

40

「お年寄りから子育て世代まで、住みたい・
住んでみようと思う街づくり」に向けて

14



洛西ニュータウンにおける
住宅流通に関する取組

京都市 都市計画局 都市企画部 都市総務課

第４回「住宅団地再生」連絡会議（令和元年６月２８日）

洛西ニュータウンの位置

第二外環状道路
2013年全線開通

大原野IC
阪急新駅

2003年開業

JR新駅
2008年開業

15



洛西竹林公園福西サブセンター
新林サブセンター

境谷サブセンター

竹の里サブセンター

タウンセンター

新住宅市街地開発（260.7ha）
1976年入居開始
戸数 10869戸
人口：22,899人（H7 34,225人）
世帯数：9,895（H7 10,333）
高齢化率：37.3％（市25.8％）
（平成27年国勢調査）

洛西ニュータウンの人口・戸数

最大児童数 平成26年

新 林
小学校

1,373人 昭和
58年 ３９７人

境 谷
小学校 1,310人 昭和

63年 ２３０人

竹の里
小学校 1,269人 平成

2年 １７３人

福 西
小学校 1,733人 昭和

56年 ２３７人

合計 ５６８５人 １０３７人

【４学区の児童数】
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建設戸数の構成（10869戸）

低層住宅･･･分譲（低層）・戸建 3365戸
（戸建（敷地面積約60坪），テラスハウス2戸１住宅等）
中高層住宅･･･市営住宅2725戸、府営住宅799戸、

UR住宅3052戸，分譲（高層）928戸

戸建住宅

テラス
ハウス

UR賃貸

市営住宅

空き家の総数：
135戸/3329戸

空き家の割合：
4.0％

京都市地域連携型空き家対策促進事業
において2014年に実施
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【趣旨等】
・平成１８年に少子高齢化等によるまちの活力低下を
見据え，「まちづくりビジョン」を策定

・人口減少・少子高齢化などの課題が顕在化
・まちの活性化を目指すため，社会状況の変化（京都
第二外環状道路の開通，阪急「洛西口」駅，JR「桂
川」駅の新駅開業等）やこれまでの取組等を踏まえ，
まちを次世代に引き継いでいくという「まちづくり
ビジョン」の理念を踏襲

・今後喫緊に実施していくべき具体的な事業等をとり
まとめている。

【計画期間】
・平成２９年度（2017）～令和２年度（2020）の
４年間

取組の方向性

アクションプログラムのキャッチフレーズ

来て・観て 住み続けたくなるまち 洛西ニュータウン！
～訪れる人にも，住む人にとっても魅力的なまちを目指したアクション～
高齢者や障害者，子育て層等がより暮らしやすくなる取組を充実するとともに，

特に若年ファミリー層の呼び込み・定住促進を実現する具体的な取組を進めます。

２つの視点から
展開する取組を
両立・調和

↓
訪れる人にも住
む人にも魅力的
なまちを目指す

住民が安心して住み
続けるための取組

洛西NTに訪れたくな
る・住みたくなるた
めの取組

次世代に引き継ぐことのできる洛西NTへ
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※生物多様性を含む

洛西NTアクションプログラム推進会議
平成２９年５月設立

　【役割】

　・プログラムの進ちょく管理（ＷＧ報告・地域連携促進・意思決定）

　・新しい人材の発掘・育成

運営会議

　【役割】

　・プログラム推進の全体企画調整
　・ワーキング間の調整　【構成】

　・地域代表者

　・地域のNPO法人等

　・地域の事業者

　・京都市住宅供給公社

　・行政　　　　　　　　　　　　　　　など

　【構成】

　・地域住民，地域のNPO法人等

　・京都市住宅供給公社
　・行政

　・各ワーキンググループ長　　　など

取組ワーキンググループ

　【役割】

　・取組の検討・実践

　【構成】

　・検討会時のＷＧメンバーを基に編成
　・実践に必要な新たな人材を随時追加

住
宅
・
拠
点
関
係

子
育
て
関
係

公
園
関
係

高
齢
者
・
障
害
者

関
係

サ
ブ
セ
ン
タ
ー

関
係

観

光

・
情

報

発

信

・

エ

リ

マ

ネ

関
係

（
※

）

洛西NTアクションプログラム推進体制

洛西NTアクションプログラム推進会議
住宅・拠点関係ワーキンググループについて

洛西ニュータウン
まちづくりビジョン

洛西ニュータウン
アクションプログラム

策定年 2005年 2017年

推進組織
洛西ニュータウン
創生推進委員会

洛西ニュータウン

アクションプログラム
推進会議

住宅系の
下部組織

住まいと景観チーム
住宅・拠点関係

ワーキンググループ

特色
景観まちあるき等を実施
する住民中心の組織

住まいと景観チームの
一部のメンバーを含め、
専門家、行政、公社、

UR等で構成される

備考 ー
空き家対策の担い手強
化・連携モデル事業

（2018年）
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2017年3月に、アクションプログラムが策定され、住宅関係
のプログラムを実施するWGとして、住民、専門家、行政を
メンバーとする組織が設立された。

高木幸三（洛西NT創生推進連絡会・住まいと景観チーム）
安枝英俊（兵庫県立大学、推進会議アドバイザー）
吉岡和潔（吉岡不動産鑑定事務所、ワンシング）
万殿慎二（洛西NT創生推進連絡会・住まいと景観チーム、万殿建設）
嶋崎雅嘉（株式会社アルパック）
西山亨（独立行政法人都市再生機構）
西澤亨（京都市住宅供給公社）
山根慎吾（京都市住宅供給公社）
生川慶一郎（京都市住宅供給公社）
藤井崇文（住宅金融支援機構）
杉本敦彦（住宅金融支援機構）
足利一平（西京区役所洛西支所地域力推進室）
秋山龍哉（西京区役所洛西支所地域力推進室）
本間昌次朗（都市計画局まち再生・創造推進室）
池田均（都市計画局都市総務課）
片山尚彦（都市計画局都市総務課） 【順不同 2019.5.31現在】

洛西NTアクションプログラム推進会議
住宅・拠点関係ワーキンググループ

「住まいと景観チーム」による活動（2012年〜2016年）
• 「京都市地域連携型空き家対策促進事業」にて、宅建業者、
行政書士、不動産鑑定士等を招いた空き家相談会を実施。

• 敷地面積の最低限度を制限する地区計画が流通阻害要因だと
する宅建業者が多く、宅建業者との連携が進まない。

• 2016年に、ようやく、地区計画を肯定的に捉える不動産鑑定
士に出会う。

住宅・拠点関係ワーキンググループによる活動（2017年〜）
• 2018年からは、本事業を実施しながら、複数の不動産鑑定士
やNT内の宅建業者による相談体制を構築

• これまでの相談対応の結果を踏まえて、 2019年2月に、相談
員育成のための講習会を開催する。

①専門家連携体制構築ー相談体制の実施検討

②相談員育成ー相談員に対する講習会
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10月5日

行政書士による講演会（49名）

相談会は5名

12月3日

ファイナンシャルプランナーに

よる講演会（36名）

相談会は4名

タウンセンターでの講演会・相談会

③相談事務実施ー講演会・相談会の開催

9月22日 相談は3名

1月24日 相談は5名

2月14日 相談は5名

サブセンターでの相談会

③相談事務実施ー講演会・相談会の開催

＜京都新聞 2018.12.22＞
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URによるカフェ事業と
住み替え相談会の連携

• 住宅を売却・賃貸する際に必要とな
る知識をイラスト等により解説する。

• 新耐震基準未満の住宅が半数以上あ
るため、耐震改修について解説する。

• インスペクションの具体例や、既存
住宅売買瑕疵担保等ついて解説する。

• 講演会の内容を整理し、住み替えの
タイミングを検討できる資料とする。

• NT内での住み替え先のひとつとし
て、UR住宅について特集している。

④空き家予防ー住み替えハンドブックの作成
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高齢期でなく、居住する期間が一定期間以上見込め
る子育て終了時などに、耐震改修を伴うリフォーム
をすることで、高齢期の住宅活用の選択肢が拡がる
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今後の課題

ニュータウンの居住者を対象とする相談会と
して事業を実施しているため、外部（ニュー
タウンでの住宅取得を目的とする若い世代）
への発信方法が課題である。

窓口の相談員の対応能力向上も必要であるが、

住み替えや空き家の活用を住民が自ら決断で
きるための知識・情報を提供することが重要。
ガイドブックを解説する講習会などで、必要
な知識を提供する機会が必要である。
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